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（資料）環境省

（注）　平成８年度以降、排出量の推計方法を変更している。
（資料）環境省

廃棄物発生量の推移
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一般廃棄物排出量の推移
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産業廃棄物排出量の推移
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最終処分場の残余容量及び残余年数の推移

（出典：環境省 「平成１６年度版 日本の廃棄物処理」より）

一般廃棄物

産業廃棄物

（出典：環境省 「平成１８年度版 循環型社会白書」より）
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　 年　間 再生利
発生量 用等の 発生 減量化 再生
(万ｔ） 実施率 抑制 (％) 利用 油脂及び

（％） (％) (％) 油脂製品化

食品製造業 464 60 4 8 48 44 50 6 0
食品卸売業 72 32 4 0 28 40 56 5 －
食品小売業 236 23 4 2 17 53 34 13 －
外食産業 320 14 4 2 9 43 40 18 －
食品産業計 1,092 37 4 4 28 44 47 8 0
資料：「平成１４年食品循環資源の再生利用等実態調査報告」農林水産省統計部より計算。

  注 ：計と内訳が一致しない場合があるのは、四捨五入のためである。

　 年　間 再生利
発生量 用等の 発生 減量化 再生
(万ｔ） 実施率 抑制 (％) 利用 油脂及び

（％） (％) (％) 油脂製品化

食品製造業 483 66 6 4 56 46 50 3 0
食品卸売業 75 36 3 1 32 54 43 4 －
食品小売業 260 25 3 2 20 60 30 11 －
外食産業 313 12 3 2 8 33 44 24 －
食品産業計 1,131 40 4 3 33 48 47 6 0
資料：「平成１５年食品循環資源の再生利用等実態調査報告」農林水産省統計部より計算。

  注 ：計と内訳が一致しない場合があるのは、四捨五入のためである。

　 年　間 再生利
発生量 用等の 発生 減量化 再生
(万ｔ） 実施率 抑制 (％) 利用 油脂及び

（％） (％) (％) 油脂製品化

食品製造業 487 69 4 3 62 52 45 3 0
食品卸売業 74 45 4 1 41 61 35 4 －
食品小売業 262 23 4 2 18 49 42 9 －
外食産業 312 17 4 2 10 40 47 13 －
食品産業計 1,135 43 4 2 36 51 44 4 0
資料：「平成１６年食品循環資源の再生利用等実態調査報告」農林水産省統計部より計算。

  注 ：計と内訳が一致しない場合があるのは、四捨五入のためである。

　 年　間 再生利
発生量 用等の 発生 減量化 再生
(万ｔ） 実施率 抑制 (％) 利用 油脂及び

（％） (％) (％) 油脂製品化

食品製造業 490 72 5 5 62 55 42 3 0
食品卸売業 75 41 6 2 33 42 57 1 －
食品小売業 260 28 4 1 22 41 49 9 1
外食産業 310 17 3 1 12 45 40 13 2
食品産業計 1,136 45 4 3 37 52 43 5 0
資料：「平成１７年食品循環資源の再生利用等実態調査報告」農林水産省統計部より計算。

  注 ：計と内訳が一致しない場合があるのは、四捨五入のためである。

　 年　間 再生利
発生量 用等の 発生 減量化 再生
(万ｔ） 実施率 抑制 (％) 利用 油脂及び

（％） (％) (％) 油脂製品化

食品製造業 495 81 5 3 73 48 48 3 1
食品卸売業 74 61 4 1 56 44 47 8 1
食品小売業 263 31 4 2 25 51 35 12 2
外食産業 304 21 4 4 13 53 25 20 2
食品産業計 1,136 52 4 3 45 49 44 6 1
資料：「平成１８年食品循環資源の再生利用等実態調査報告」農林水産省統計部より計算。

  注 ：計と内訳が一致しない場合があるのは、四捨五入のためである。
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食品循環資源の再生利用等の実施率の推移
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（実数）

平成18年3月末 平成18年3月末 平成17年4月 ～18年3月

全国 98,875 100,737 24,749

北海道 1,204 1,205 265

東北 30,642 30,868 8,262

関東 28,192 28,519 7,678

北陸 3,268 3,342 1,379

東海 3,298 3,363 414

近畿 2,217 2,260 581

中国四国 4,468 4,601 696

九州 25,491 26,477 5,444

沖縄 95 102 30

注：認定件数（実数）とは、各時点において計画の認定を受けている件数である。

１．認定状況　

２．認定件数（実数）の推移

（延べ数）

認定件数

認定件数（延べ数）とは、計画認定後に当該認定に係る農業者が離農・死亡した場合、認定期
間が終了した場合等を含む認定件数である。
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平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末 平成１５年３月末 平成１６年３月末 平成１７年３月末 平成１８年３月末

12 1,126 9,226 26,233 47,766 75,699 98,875

0 6 37 208 656 940 1,204
青森 0 0 17 945 2,775 3,405 4,084

東 岩手 0 23 249 2,174 3,575 7,225 7,697
宮城 0 1 16 91 471 837 1,498
秋田 0 97 99 107 211 306 471

北 山形 0 0 110 1,147 3,201 4,322 5,302
福島 0 2 38 446 1,324 6,356 11,590
小計 0 123 529 4,910 11,557 22,451 30,642
茨城 0 171 1,120 2,191 3,722 4,612 5,308

関 栃木 0 208 2,039 3,924 4,928 5,578 5,895
群馬 0 24 181 1,013 1,495 1,896 1,949
埼玉 0 0 5 66 855 3,152 3,803
千葉 0 27 27 164 455 800 1,062
東京 0 0 3 5 8 89 170
神奈川 0 0 8 17 49 98 119

東 山梨 0 14 438 1,425 2,080 2,404 6,513
長野 0 30 98 182 307 665 1,297
静岡 5 120 216 552 1,015 1,509 2,076
小計 5 594 4,135 9,539 14,914 20,803 28,192
新潟 0 0 3 47 134 514 1,143

北 富山 0 5 7 27 138 274 622
石川 0 55 231 334 615 658 747

陸 福井 0 11 45 57 213 492 756
小計 0 71 286 465 1,100 1,938 3,268

東 岐阜 0 5 27 46 56 70 92
愛知 0 18 208 413 885 2,200 2,448

海 三重 0 0 0 275 511 664 758
小計 0 23 235 734 1,452 2,934 3,298
滋賀 0 23 25 29 40 75 106

近 京都 0 0 41 119 161 276 305
大阪 0 0 0 0 0 0 1
兵庫 0 10 81 232 248 278 285
奈良 0 0 13 68 108 262 365

畿 和歌山 0 8 95 346 538 784 1,155
小計 0 41 255 794 1,095 1,675 2,217
鳥取 0 0 0 1 3 4 13

中 島根 0 145 325 540 701 820 848
岡山 0 0 0 1 9 11 11

国 広島 0 0 1 13 45 76 78
山口 0 0 17 275 866 1,148 1,344

四 徳島 0 12 117 507 826 1,019 1,108
香川 0 0 0 0 4 5 10

国 愛媛 0 1 11 96 299 503 548
高知 0 0 2 4 44 288 508
小計 0 158 473 1,437 2,797 3,874 4,468
福岡 0 3 22 142 1,265 1,963 2,445

九 佐賀 0 1 24 68 226 1,120 2,260
長崎 0 0 69 1,216 2,570 3,642 4,553
熊本 0 12 2,565 4,965 5,894 7,841 8,263
大分 0 0 12 317 963 1,524 1,756

州 宮崎 0 0 368 793 1,344 1,692 2,589
鹿児島 7 94 216 645 1,920 3,230 3,625
小計 7 110 3,276 8,146 14,182 21,012 25,491
沖縄 0 0 0 0 13 72 95

　　

注：認定件数（実数）とは、各時点において計画の認定を受けている件数である。

３．都道府県別エコファーマーの認定状況

北海道

全国

認定件数（実数）



４．取組1位作物別エコファーマーの認定件数

＊取組１位作物とは、認定を受けた作物のうち最も面積の大きい作物

〔平成１８年３月末現在〕
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注：エコファーマー
　　　持続性の高い農業生産方式の導入を促進し、環境と調和のとれた農業生産を行い、農業の健全な発展への　　寄与を目的とする「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律」（平成１１年法律第１１０号）　　（持続農業法）に基づき、都道府県知事から「持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画」の認定を受　　けた農業者



環境と調和のとれた農業生産活動規範

農業は、自然界の物質循環に依存するとともにこれを増進し、また、

生産活動を通じて二次的自然環境を形成するなど、本来、環境と調和し

た産業である。同時に、環境との調和なしには生産活動自体が長期的に

継続できない。我が国農業が将来にわたってその役割を果たし、また、

社会全体の持続的な発展に貢献していくためには、我が国農業生産全体

において、環境との調和のための基本的な取組が着実に実行されていく

ことが最も大切である。

農業生産活動においては、Ⅰ又はⅡに示される基本的な取組を実行す

るとともに、毎年、それぞれの生産活動における実行状況について農業

者自らが点検を行い、実行が十分でない場合は改善に努めることが重要

である。

なお、この規範は、我が国の農業生産活動における実践状況などを踏

まえて随時見直しが行われるものである。
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Ⅰ 作物の生産

１ 土づくりの励行

土づくりは、環境と調和のとれた農業生産活動の基盤となる技術である。また、土

づくりにおけるたい肥等の有機物の利用は、循環型社会の形成に資する観点からも重

要である。このため、たい肥等の有機物の施用などによる土づくりを励行する。

２ 適切で効果的・効率的な施肥

施肥は、作物に栄養を補給するために不可欠であるが、過剰に施用された肥料成分

は環境に影響を及ぼす。このため、都道府県の施肥基準や土壌診断結果等に則して肥

料成分の施用量、施用方法を適切にし、効果的・効率的な施肥を行う。

３ 効果的・効率的で適正な防除

病害虫・雑草が発生しにくい栽培環境づくりに努めるとともに、発生予察情報等を

活用し、被害が生じると判断される場合に、必要に応じて農薬や他の防除手段を適切

に組み合わせて、効果的・効率的な防除を励行する。また、農薬の使用、保管は関係

法令に基づき適正に行う。

４ 廃棄物の適正な処理・利用

循環型社会の形成に資するため、作物の生産に伴って発生する使用済みプラスチッ

ク等の廃棄物の処理は関係法令に基づき適正に行う。また、作物残さ等の有機物につ

いても利用や適正な処理に努める。

５ エネルギーの節減

温室効果ガスである二酸化炭素の排出抑制や資源の有効利用等に資するため、ハウ

スの加温、穀類の乾燥など施設・機械等の使用や導入に際して、不必要・非効率的な

エネルギー消費がないよう努める。

６ 新たな知見・情報の収集

環境との調和を図るため、作物の生産に伴う環境影響などに関する新たな知見と適

切な対処に必要な情報の収集に努める。

７ 生産情報の保存

生産活動の内容が確認できるよう、肥料・農薬の使用状況等の記録を保存する。
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単位：千ＴＤＮトン

平成２年 平成７年 平成１２年 平成１３年 平成１４年 H14/H2
供給量 28,517 27,098 25,481 25,373 25,529 89.5%
　国内供給 11,006 10,530 10,427 10,239 10,253 93.2%
　　粗飼料 5,310 4,733 4,491 4,350 4,272 80.5%
　　濃厚飼料 5,696 5,797 5,936 5,889 5,981 105.0%
　　　国内産原料 2,187 2,239 2,179 1,995 1,905 87.1%
　　　輸入原料 3,509 3,558 3,757 3,894 4,076 116.2%
　輸入量 17,511 16,568 15,054 15,134 15,276 87.2%
　　粗飼料 932 1,179 1,265 1,223 1,269 136.2%
　　濃厚飼料 16,579 15,389 13,789 13,911 14,007 84.5%

出典：流通飼料便覧２００３

単位：千トン

平成２年 平成７年 平成１２年 平成１３年 平成１４年 H14/H2
　国内供給 8,138 8,304 9,297 9,257 9,353 114.9%
　　国内産原料 2,664 2,714 3,248 2,945 2,786 104.6%
　　輸入原料 5,474 5,590 6,049 6,312 6,567 120.0%
　輸入量 21,720 20,163 17,912 18,037 18,128 83.5%

計 29,858 28,467 27,209 27,294 27,481 92.0%
出典：流通飼料便覧２００３

食料・農業・農村基本計画（抄）

濃厚飼料供給量

飼料供給量




